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Ａ．研究目的 

 新興・再興感染症に対する迅速かつ

適切な対応は、国民の健康を守る上で

重要な施策の一つである。しかし、その

対象となる感染症は多岐にわたっており、

希少な感染症や今後の発生も想定され

る新たな感染症もある。このため、今後

とも適宜適切な対応を行っていくために

は、日頃から対応の基礎となる最新の

知見を幅広くの集積することが重要であ

り、その研究体制を確保し、対応の決定

に科学的根拠を提供するための研究の

推進を図っておくことが必要である。 

 

 

 

 

厚生労働省においては厚生労働科学

研究費補助金・新型インフルエンザ等新 

興・再興感染症研究事業を中心として行

政ニーズに直結した新興・再興感染症

研究を推進しており、この研究事業を適 

切かつ効果的に実施することは感染症

対策を行う上で不可欠であり、研究課題

の設定、研究者の選考、研究費の配分、

研究成果の評価と研究を実施する研究

者への支援を適切に行うことが求めら

れている。 

本研究課題では、新興・再興感染症

研究に関する情報の収集、新型インフ

ルエンザ等新興・再興感染症研究事業

の企画・評価の支援及びこれらを通じて

評価者、研究者等への支援方法等につ

いての検討を行い、その成果を厚生労

働省（具体的には、健康局結核感染症
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課）へ提供することにより、我が国にお

ける新興・再興感染症対策の適切な実

施に資する研究の推進に寄与すること

を目的としている。 

 

Ｂ．研究方法 

１ 新型インフルエンザ等新興・再興感

染症研究事業の企画・評価等の支援 

平成２５年度に新型インフルエンザ

等新興・再興感染症研究事業により

実施された公募研究課題（一般公募

型及び若手育成型）に関して、厚生労

働本省が行う研究の企画・評価等の

支援として、以下１）～３）を行った。 

１） 感染症研究の専門家による評価

組織（以下「評価委員会」という。）

との連絡、情報共有等の実施 

２） 研究協力者（プログラムオフィサ

ー）等による研究班会議への出席

及び研究の進捗状況の把握、ピ

アレビューの実施と評価委員、厚

生労働省との情報共有 

３） 新型インフルエンザ等新興・再興

感染症研究事業において実施さ

れている研究課題を対象とした研

究発表会の実施 

４） 研究協力者（プログラムオフィサ

ー）の活動を支援するための Web

システム案を検討し、試作品を作

成 

 

２．新興・再興感染症研究に関する情報

収集 

国内外の会議への参加、文献収集

等による新興・再興感染症研究の企

画・評価及び研究の実施に資する関

連情報の収集と関係者との情報共有

を行った。 

 

３．評価支援システムの開発 

 中間・事後評価委員会委員が、成果発

表会、中間・事後評価委員会前に予

備評価を行うシステムを開発した。 

（倫理面への配慮） 

本研究課題においては、患者等の診

療情報や試料、実験動物を用いること

はなく、疫学研究に関する指針、臨床研

究に関する指針等に関して特に配慮す

べき内容は含まないが、研究者の個人

情報や研究課題内容に関する情報等を

収集することから、その取扱いについて

は研究者等に不利益を与えないよう十

分に配慮する。 

 

Ｃ．研究結果 

１．新型インフルエンザ等新興・再興感

染症研究事業の企画・評価等の支援 

（１）平成２５年度実施公募課題（※１） 

（中間・事後評価） 

※１ 平成２４年度新型インフルエンザ等

新興・再興感染症研究事業の公募

研究課題 

１年目研究課題  ２５課題  【資料 １】 

２年目研究課題  １９課題  【資料 ２】 

３年目研究課題  ２３課題  【資料 ３】 

１）研究の進捗状況の把握及びピアレ

ビュー 

 平成２５年度に新型インフルエンザ



 
 

等新興・再興感染症研究事業におい

て研究を行う公募研究課題の研究代

表者に対し、研究班会議開催につい

ての情報提供を依頼し、本研究課題

研究代表者及び４名のプログラムオ

フィサーが分担して出席可能な研究

班会議に出席した（※２）。 

研究班会議に出席した研究課題は、

平成２５年度に実施された一般公募

課題研究５６課題のうち２５課題であ

る。なお、会議連絡があった研究班は、

３５課題であった。 

※２ 研究班会議出席状況等  【資料 ４】 
  

研究班会議の状況についてはレポ

ートを作成の上、研究評価の参考資

料として評価委員、厚生労働省との

情報共有を行った。レポートは、中間・

事後評価を実施する時期の１ヶ月前

までに情報共有するとともに、その後、

評価委員会までに開催された研究班

会議についても適宜情報共有を行っ

ている。 

２）研究成果の取りまとめ 

全公募研究課題の研究代表者に

対して成果概要の作成を依頼し、そ

の取りまとめを行った。 

この成果概要は、評価委員による

評価資料とするとともに、各研究課題

の研究代表者の了承を得た上で各研

究課題の研究代表者の了承を得た上

で「研究成果の概要」として Web 上に

公開する予定である。 

 

３）研究発表会の実施 

２年目研究課題及び３年目研究課

題を対象に、平成２５年１月２８日に研

究発表会を実施した。 

研究発表会は、評価委員によるヒ

アリング等の場とするとともに、他研

究課題の成果を共有する機会として

新型インフルエンザ等新興・再興感染

症研究事業の全研究課題の研究代

表者及び研究分担者にも参加を案内

した。また、成果発表会での発表内容

について関係者との情報共有を推進

するため、発表者に了承を得て音声

記録を行い、２）の研究成果資料とと

もに web 上で関係者における共有を

行う予定。 

（２）平成２６年度 新規申請課題 

（事前評価） 

平成２６年度研究課題として申請の

あった研究課題について、採択の妥

当性、研究規模等に関する評価委員

による評価を適切かつ円滑に実施す

ることを支援するため、申請課題の事

前評価に関する資料の作成とヒアリン

グ等の実施を支援し、その内容を厚

生労働省へ提供した。 

なお、ヒアリングについては、評価

委員の事前の書面での評価を踏まえ

て、平成２６年３月２４日に実施する予

定。 

 

２．新興・再興感染症研究に関する情報

収集 

厚生労働省の新型インフルエンザ



 
 

専門家会議、新型インフルエンザ

ワクチンに関する意見交換会、厚生

科学審議会感染症分科会予防接種

部会等の傍聴、第 10 回日本―台湾

感染症シンポジウム（平成 25 年 9 月

12 日―13 日、於：東京）など、新興・

再興感染症研究の専門家、新型イン

フルエンザ等新興・再興感染症研究

事業において研究を実施する研究者

等との意見交換を通じて国内におけ

る関連研究に関する情報収集を行っ

た（分担：宮川昭二）。 

 

また、新興・再興感染症研究の中

でも特に重要な課題である麻疹・風疹

に関して、世界の状況調査・情報収集

ならびにわが国の状況報告を目的に

活動を行った。国内の麻疹の流行状

況については、わが国の地方衛生研

究所と連携して、患者からの臨床検

体の収集ならびに解析を強化し、ウイ

ルス学的検索を実施した。その結果、

2011 年以降わが国で流行している麻

疹ウイルスのほとんどが海外からの

流行株であることが明らかになった。

これにより、ほぼ根絶状態にあり、こ

れを維持していく必要性が示された。

また、風疹については、2012 年から

2013 年にかけて、我が国では大規模

な再流行がみられ、現在のところ 30

症例を超える先天性風疹症候群の発

生がみられており、対策が急務となっ

ている。 

（分担：竹田誠）。 

アジアとの共同研究等の状況を

把握するとともに、アジア各国にお

ける感染症に関する検査体制や研

究体制の調査を行った。これにより、

食品を介したわが国への病原体の

流入、在留邦人における感染症対策、

これらの地域への海外渡航者の感

染症対策に関して統合的なネット

ワークが必要であろうと考えられ

た。また、各国がもつそれぞれの公

衆衛生行政の特殊性、社会インフラ、

経済的背景を理解した体系的なリ

スクアセスメントが重要である。そ

のためにも、人的ネットワークの構

築と維持をはかり情報の入手先の

多様性を保つことが必要である。そ

の結果、国内組織による研究の推進

はもとより、アジアを中心とした国

際的な共同研究の推進及び連携体

制の構築の観点からも新型インフ

ルエンザ等新興再興感染症研究事

業を活用することの必要性、研究の

企画とその課題設定等についての検

討を行うことの重要性を認識した。

（【資料５】）（研究協力者：大西真） 

 

これらの新興・再興感染症研究に

関して収集した情報は、厚生労働省

における平成２５年度の公募研究課

題の立案・公募要項（※○）の作成の

参考としても活用されることを想定し、

適宜、厚生労働省と情報共有を行っ

た。 

※３ 平成25年度厚生労働科学公募研



 
 

究事業の概要等（抜粋） 【資料６】 
 

３．研究の企画・評価等の支援方法の

検討 

（１）評価支援システムの開発 

中間・事後評価委員会委員が、成

果発表会、中間・事後評価委員会前

に予備評価を書面により行っていた

が、この業務を効率化するため、WEB

を用いて評価を行うシステムを平成

24 年度に開発して試行していたが、

評価委員等からの意見を聞いて改良

を行った。（【資料７】） 

（２）プログラムオフィサーの活動を支援

するためのシステムの開発 

 プログラムオフィサーの適切な助言等

による研究班への支援については、評

価委員会において高く評価されたところ

であるが、プログラムオフィサー間での

情報共有があれば、さらに適切な助言・

支援が可能であるという指摘を受け、プ

ログラムオフィサーが Web 上において、

他のプログラムオフィサーが行った助

言・支援に関する報告書を閲覧出来る

システムの試作品を開発した。これによ

り、研究班への助言・支援がさらに適切

かつ質の高いものとなると考えられる。 

 また、このシステムを用いることにより、

プログラムオフィサーの出席調整も容易

になるため、連絡のあった班会議への

出席率が上昇するものと考えられる.今

後、各研究班からの班会議の連絡が速

やかに行われるよう厚生労働省担当課

（結核感染症課）との連携をさらに充実

して行きたい。 

（【資料８】 

 

Ｄ．考察 

 新型インフルエンザ等新興・再興感染

症研究事業の対象となる感染症は、新

型インフルエンザを代表とする発生前か

ら事前対応を求められている感染症、ウ

イルス性出血熱やＳＡＲＳのように重篤

な輸入感染症として認知されている新興

感染症、麻疹や結核、インフルエンザの

ように社会的な問題として認知されてい

る感染症、多剤耐性菌や成人の百日咳

等しばしば報道もなされて認知が高まっ

ている感染症、さらには一般国民にはあ

まり注目されていないと考えられる感染

症等、非常に多岐にわたっている。また、

一般的に注目されている感染症に対す

る研究の推進とその成果の対応への還

元が重要であることは言うまでもないが、

あまり注目されていないと考えられる感

染症であっても、常に基盤的な研究が

継続されなければ問題が発生した際の

対応が困難であることは明白であり、単

に注目の高低のみで研究の意義や重

要性を判断することは難しい。また、昨

年度末からの重症熱性血小板減少症候

群（SFTS）の発生や平成 25 年 3 月末に

中国で確認された鳥インフルエンザＨ７

Ｎ９の発生・流行など、緊急の感染症対

応も行う必要がある。 

 国際共同研究に関しては、インドネシ

アでは、鳥インフルエンザは非常に機微



 
 

な問題であり、かつ、外国の調査には警

戒心をもっているため、鳥インフルエン

ザに関する調査をインドネシアで実施す

るのは非常に困難であることが実感さ

れた。双方のメリットを考慮した国際共

同研究が求められる。 

 限られた予算と当該研究分野におけ

る研究者のマンパワーを最大限に活用

し、これらの期待に応える効率的・効果

的な研究を推進するためには、新型イン

フルエンザ等新興・再興感染症研究事

業の企画・評価において、これまで実施

されている研究の内容や成果を適切に

把握するとともに、研究を取り巻く行政

的なニーズ、国際的な研究の状況に基

づく企画・評価等を行って効率的に研究

を実施することが求められる。また、これ

らの企画・評価等に基づく研究を適切に

実施し、確実な成果が得られるよう研究

者を支援することは非常に必要と考えら

れる。 

また、非常に多岐にわたる感染症に

関する基礎から応用、自然科学的分野

から社会科学的な分野にいたる種々の

研究課題を目的に応じて適切に評価す

るためには、数値的な評価指標のみで

は困難であり、将来的にはピアレビュー

も含めた複数の視点から行われること

が必要である。 

  

Ｅ．結論 

   新型インフルエンザ等新興・再興感

染症研究事業の適切かつ円滑な実

施を図るため、新興・再興感染症関連

研究に関する情報の収集及び当該研

究事業において実施される研究の企

画・評価及び研究実施の支援を行っ

た。研究発表会の開催やピアレビュ

ーなど、評価の充実とともに、疫学的

方法論に基づく研究の実施が、研究

の質向上に役立つと考えられた。 

 

F. 知的所有権の取得状況 

１．特許取得 なし 

２．実用新案登録 なし 

３．その他 なし 

 


